
2J05 公設試験研究機関の 運営の現状と 課題 

0 佐脇政孝 ( 未来工 W) 

] . はじめに 

公設試験研究機関 ( 以下、 公設計 と 記述する ) は、 地方公共団体が 地域の産業振興や 生 

活 環境の改善のために、 技術的知識を 直接的に生産し、 提供する科学技術施策であ る。 都 

道府県が平成Ⅱ年度に 支出した公設試の 経費 ( 決算額べース ) は約 3,410 億円であ り、 

これは都道府県の 科学技術関係経費の 約半分を占めている。 

平成 11 年度の都道府県立の 工業系の公設 試 ( いわゆる工業技術センタ 一など ) の活動 

ほ ついて行った 分析では工業系公設試を 活動状況から 4 つのタイプに 分類し、 それぞれの 

グループの特注を 分析し た " , 。 この分析の中で、 企業支援も研究開発も 平均以下であ る 公 
設試 ( 「 ど   っ ちつかず 型 」 ) では、 技術職員の規模が 小さいのに対して、 大きな調査研究費 

があ り、 技術職員の人的リソースの 配分に課題があ るのではないかと 推測された。 

本稿は、 この推測を仮説として、 平成 7 年度、 9 年度、 Ⅱ年度の 3 年度のデータを 使用 

することに ょ り、 工業系公設試の 活動の現状を 再度分析，考察するものであ る。 

2 . 公設試の活動の 分析枠組み 

( 1 ) 分析の対象とデータソース 

公設試は工業系、 農林水産系、 保健・環境系などに 大きく分類されるが、 本稿では都道 

府県立の工業系の 公設 試 に絞って分析を 行った。 平成 7 年度、 9 年度、 Ⅱ年度の 3 年度、 

5 年の間に組織再編が 行われて比較することが 難しいケース や 、 当該期間でデータの 欠落 

があ るものなどを 分析の対象から 外し、 分析を行ったのは 44 都道府県の 52 機関であ る。 

公設試の事業の 状況については、 「公設試験研究機関現況」 ( ( 財 ) 日本産業技術振興協 

会 ) の平成 8 年版、 10 年版、 12 年版に記載データを 利用することとし、 各事業を行 うた 

めの費用は科学技術政策研究所「地域における 科学技術振興に 関する調査研究 ( 第 3 回   

第 4 回、 5 回調査 ) 」 に収録された 各年度の事業費用データ ( 決算べース ) を用いた。 

( 2 ) 工業系公設試の 事業分類 表 1  公設試の事業分類 

一般に公設の 工業系試験研究機関の 主な任務は 、 区分 事業 

研究活動や技術指導、 研修生の受入れなど 非常に 
研究開発 活 自主研究 

  共同研究 

多岐にわたっている。 分析のためにこれらを 大き 

く 3 つに区分した ( 表 1 几 

まず第三の区分は 技術の直接開発を 目的とした 

「研究開発活動」 であ る， 第二の区分は 技術指導 

や 依頼試験など 企業の技術開発支援であ る。 第三 

は具体的な課題や 問題点に対して 対応するのでは 

なく、 人材育成や情報提供など 中 ・長期的に地域 

企業の技術力向上を 図っていく事業であ る， 以下 
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では、 第 2 、 第 3 の区分は「企業支援活動」 としてひとくくりにして 考察する。 

( 3 ) 研究開発活動の 指標化の考え 方 

本稿では、 公設試の事業のアウトプットを 指標化し、 公設試の活動の 比較・分析を 試み 

た。 上記の 2 つの活動区分のうち、 研究開発活動の 成果の金銭べ ー スでの評価は 推計が困 

難 であ るか、 指標が必ずしも 実体を反映しないため、 本稿では①当該年度の 保有特許 数と 

②当該年度の 出願中特許 数の データをもとに、 主成分分析によって 一つの指標に 縮約した。 

抽出された研究開発指標は 特許出願や取得 数 が多い場合に 大きくなり、 研究開発成果を 反 

映した指標といえる   

また、 分析にあ たっては、 3 年度間での研究開発活動の 比較を行 う ために、 各年度毎に 

指標化を行 う のではなく、 3 年度分のすべてのデータを 使い、 同じ尺度で指標化した。 

( 4 ) 企業支援活動の 指標化の考え 方 

企業支援活動については 技術指導や講 

習会のような 形で受益者が 受ける便益を 

金銭べ ー スでの評価を 行い、 これを公設 

試の経常的経費 ( 各年度の決算人一 スの 

支出総額から 施設整備費や 庁舎改修費な 

どの投資的経費を 除いたもの ) で割った 

もの、 すなわち費用便益比を 指標とした， 

費用便益分析は 公共施設建設など 事業 

  
研究機関 短め 
8 種類の事業の 
年間実施件数 
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図 1  公設試の提供 
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の 結果が長期にわたって 便益をもたらす 

公共事業評価に 対してよく行われるが、 本稿では公設 試 が提供するサービスに 類似した サ 

一 ビスを民間が 提供している 事例が存在することなどの 理由から、 各年度に実施された 事 

業に対して 「代替法」 を用いた公設試の 事業評価を行った。 

まず、 公設 試 が行っている 8 つの事業カテゴリー ( ①技術アドバイザ 一事業、 ②巡回技 

術指導、 ③個別技術指導・ 技術相談、 ④依頼試験、 ⑤設備使用、 ⑥講習会・研究会、 ⑦ 情 

報 誌の発行、 ⑧研修生の受 入 ) の年間の供給件数を 把握し、 それら事業に 対応する民間事 

業者のサービスの 市場単価に妥当する 値を抽出した " 2 。 また、 公設試の年間供給件数と、 

市場単価の単位が 異なるものについては、 資料 中 ( 「公設試験研究機関現況調査」 ) より、 

単位の換算が 可能となる記述例を 集め、 この平均値で 事業 1 件当たりの換算レートを 定め 

た，， 。 以上の供給件数と 換算レート、 サービスの市場単価を 掛け合わせて 便益を算出した。 

3 . 工業系公設計 0 4 類型 

本稿では、 研究開発活動指標と 企 

業支援活動指標を 二つの要素として、 

分析対象とした 公設試を分類した 

( 図 2 几 まず、 企業支援活動指標で 

は 費用便益比率がⅠ以上 ( 便益姉費 

用 ) か 、 それ以下かでグループ 分け 

し、 研究開発活動指標がゼロ 以上 U 研 

究開発指標の 平均値がゼロであ るた 

便益姉費用 便益 く 費用 

研究開発 指 ・ 標 オールマイティ 型研究開発重点型 
平均値以上 

研究開発指標 企業支援重点型 どっちつかず 型 

平均値未満 

◆研究開発指標平均値以上 vs 平均値未満 
◆企業支援指標便益姉費用 vs 便益 く 費用 

図 2  工業系公設 試 0 4 類型 
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め ) か 以下かで 4 つに分類した。 二つの指標による 分類であ るため、 特定の公設計が 年度 

によって別の 類型に分類されることもあ る。 

4 . 研究開発活動指標と 企業支援活動指標による 公設試の活動の 分析と考察 

( 1 ) 4 類型のグループ 別 各種活動状況の 比較分析 

研究開発活動指標の 大きいグループ ( オールマイティ 型、 研究開発重点型 ) では指標の 

小さいグルーブに とヒ べて、 技術職員数 (2 ～ 3 倍 ) 、 所有特許 数 (5 ～ 9 倍 人 出願特許 数 (4.5 

～ 5 倍 ) 、 技術職員一人あ たり保有特許 (2.5 ～ 4 倍 八 技術職員一人あ たり出願特許 (1.5 

～ 2.5 倍 ) などで、 有意に指標値が 大きい。 逆に、 費用便益指標の 大きいグループ ( 才一 

ルマイティ型、 企業支援重点型 ) では、 技術職員一人あ たり技術指導・ 相談 (2 ～ 2.5 倍 八 

技術職員一人あ たり依頼試験 (2.5 ～ 5 倍 ) 、 技術職員一人あ たり総便益 (2.5 倍 ) で指標値 

に 有意差があ る。 

ところが調査研究費および、 技術職員一人あ たりの調査研究費は、 平均値に有意な 差が 

あ るものの、 研究活動指標の 小さな 「どっちつかず 型 」 が大きくなっている。 特に技術職 

員一人あ たり調査研究費はどのグループよりも 多くなっている。 このように研究活動指標 

が 小さいにもかかわらず、 「どっちつかず 型 」の公設試は 多くの調査研究費を 使っているの 

であ る。 

表 2  グループ別の 各種活動指標の 平均値の比較 

l 技術職員、 一人あ たり総便益   23,197.3  [  25,244.0  [ 8,832.2  1 9,706.7  @  Ⅰ 7,469.5  l 本 

注 : 右端 欄 0 ネ印は 5 % の危険率で各バループ 間の平均値に 有意差があ ったもの。 

こうしたデータを 各年度別に見てみると、 平成 7 年度と 9 年度では技術職員一人あ たり 

の 調査研究費の 違いに統計的有意さを 見いだせないが、 同様の傾向は 確認できた。 また、 

調査研究費総額が 比較的大きいということは 統計的に有意であ った。 

これらの点から、 3 年度の時系列データを 使った 今 回の分析でも 「どっちつかず 型 」 公 

設試 では比較的小規模な 技術職員の人的リソースを 、 調査研究費をつけて 研究開発に振り 

向けた結果、 研究開発活動も 企業支援事業も 十分に成果を 上げられなかったのではないか 

という仮説の 再現性がほぼ 確認できたと 考える。 

( 2 ) 3 時点での公設 試 における 4 類型の構成とその 推移 

今回の分析の 各年度における 4 類型グルーブの 構成を見てみると、 「研究開発重点型」の 
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増加傾向が見られる。 

分析対象となった 52 機関の平 

成 7 年度と 皿 年度の比較 ( 図 3 ) 

を見ても、 研究開発の縮小という 

方向での変化はなく、 研究開発機 

能の拡大、 企業支援機能の 縮小と 

い う 変化が見てとれる。 

また、 「企業支援重点型」 から 

表 3  各年度 毎の 4 類型の構成 

平成 7 年度 平成 9 年度 平成 11 年度 

オールマイティ 型       

企業支援重点型 2 Ⅰ Ⅰ 9 21 

研究開発重点型 9 13 15 

どっちつかず 型 1 Ⅰ 15 11 

全体 52 52 52 

「どっちつかず 型 」 に変化した 7 
拡大， 企業支援機能 

つの事例 ( う ち 3 つのケースは 元に戻っ ・ 縮 /lt 

拡大 
ている ) を見てみると、 4 例で 「どっち   

っ かず 型 」 に変化した際に 技術職員一 ノ、 

あ たりの調査研究費が 大幅に増加してお 
研究 

り (2 例は変化無し、 1 例は変化する 前 

の 期に大幅増加入小規模公設試への 大き 
開発 

機 

な 調査研究費の 投入が企業支援機能の 相 
  

射的低下をもたらす 可能，性を示している   

と 考えられる。 ( なお、 「企業支援重点 
縮小 
注 : 企業支援重点型からどっちつかず 型を経て戻ったもの 

型 」 17 機関のうち、 調査研究費が 大幅に 図 3  平成 7 年度から 11 年度で区分が 変化した機関 

増加しながら 「どっちつかず 型 」 になら 

なかった機関も 3 例あ った ) 

5 . おわりに 

本稿では公設 試 における研究開発活動と 企業支援活動に 着目して、 その活動状況の 分析 

な 行った。 

①研究開発活動指標と 企業支援活動指標によって 分類した公設 試の 4 つのグループに つ 

い て、 平成 11 年度データで 観察された特徴や 傾向が他の年度でもほぼ 確認できた。 

②平成 7 年度からⅡ年度の 3 時点にかけた 観察により、 「研究開発重点型」公設 試 の 増 

加と 、 4 類型区分をまたがる 変化をした事例では 研究開発機能の 拡大、 企業支援機能 

の 縮小の傾向が 見られた。 

③「企業支援重点型」から「どっちつかず 型 」 へ 変化した公設試の 事例では、 過半数 (7 

例中 4 例 ) で、 「どっちつかず 型 」への変化に 伴って調査研究費の 大幅な増加が 観察 

され、 人的リソースの 乏しい公設試への 大規模な調査研究費の 投入が機関のパフ オ一 

マンス低下をもたらす 可能，注が確認された ， ただしこの点については、 さらに詳しい 

具体的な事例研究が 必要であ ろう。 

注 [ 1 ] 佐脇 政争「公設試験研究機関の 活動に関する いは検査 1 件など単位 当 だり単価の平均値を 求めて 

現状分析」 ( 研究・技術計画学会第 18 回年次学術大会   
報告 ) [ ほ ] 例えば「技術アドバイザ 一派遣事業では」 派遣 

[ 2 ] 各種サービスの 価格情報を収集し、 1 日、 あ る 件数の他に、 派遣延べ日数の 記述のあ るケースがあ る   
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